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千円 千円 千円

1 22,915,046 23,859,200 △944,154

2 2 2 0

3 276 276 0

4 20,913 53,463 △32,550

5 98,881,451 98,592,634 288,817

6 1,350 1 1,349

7 17,381,921 17,236,921 145,000

8 1 1 0

9 224,040 228,502 △4,462

139,425,000 139,971,000 △546,000

国　保 1　

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

        歳　　 　入　　　 合　 　　計

国 民 健 康 保 険 料 収 入

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

１　歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

　(1)　総　　　括

　　　　　(歳　　入)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 139,425,000 139,971,000 △546,000 98,902,364 0 40,522,636 0

139,425,000 139,971,000 △546,000 98,902,364 0 40,522,636 0

特 定 財 源
一 般 財 源

国 府 支 出 金 市 債 そ の 他

国民健康保険費

歳 出 合 計
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　　　　　(歳　　出)

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 △ 減
本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳



千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険料収 22,915,046 23,859,200 △944,154
入

1 国民健康保険料 22,915,046 23,859,200 △944,154
収入

1 一般国民健康保 22,914,899 23,858,899 △944,000 1 医療給付費分現 14,944,000 一般被保険者数 270,000人
険料収入 年分 徴収率 96.2%

2 後期高齢者支援 5,319,000
金分現年分

3 介護納付金分現 1,947,999
年分

4 医療給付費分滞 459,000
納繰越分

5 後期高齢者支援 164,000
金分滞納繰越分

6 介護納付金分滞 80,900
納繰越分

2 退職者等国民健 147 301 △154 1 医療給付費分現 1
康保険料収入 年分

2 後期高齢者支援 1
金分現年分

3 介護納付金分現 1
年分
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　(2)　歳　　　入

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記



千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 医療給付費分滞 25
納繰越分

5 後期高齢者支援 19
金分滞納繰越分

6 介護納付金分滞 100
納繰越分

2 2 2 0

1 一 部 負 担 金 2 2 0

1 一 部 負 担 金 2 2 0 1 一般一部負担金 1

2 退職者等一部負 1
担金

3 276 276 0

1 手 数 料 276 276 0

1 国民健康保険手 276 276 0 1 国民健康保険手 276 区役所証明手数料
数料 数料

4 20,913 53,463 △32,550

1 国 庫 補 助 金 20,913 53,463 △32,550

1 国民健康保険費 20,913 53,463 △32,550 1 保険給付費補助 20,913 1 健康保険組合等出産育児一時金臨時補助金
補助金 金 3,750

2 健康増進事業補助金 1,284
　　　　1/3
3 デジタル基盤改革支援補助金 14,000
　　　　10/10

国 庫 支 出 金

使用料及び手数料

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 説 明
区 分 金 額 附 記

一 部 負 担 金

比 較 増△減
節
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千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 社会保障・税番号制度システム整備費補助金
　　　　10/10 1,879

5 98,881,451 98,592,634 288,817

1 府 補 助 金 98,881,451 98,592,634 288,817

1 保険給付費等交 98,881,451 98,592,634 288,817 1 保険給付費等交 98,881,451
付金 付金

6 1,350 1 1,349

1 財産 運用 収 入 1,350 1 1,349

1 基金 運用 収入 1,350 1 1,349 1 国民健康保険事 1,350
業基金収入

7 17,381,921 17,236,921 145,000

1 一般会計繰入金 15,141,921 15,396,921 △255,000

1 国民健康保険費 15,141,921 15,396,921 △255,000 1 保険給付費等繰 6,408,921
繰入金 入

2 保険基盤安定繰 8,733,000
入

2 基 金 繰 入 金 2,240,000 1,840,000 400,000

1 基 金 繰 入 金 2,240,000 1,840,000 400,000 1 国民健康保険事 2,240,000
業基金繰入

財 産 収 入

繰 入 金
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府 支 出 金

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記



千円 千円 千円 千円 千円 千円

8 1 1 0

1 繰 越 金 1 1 0

1 繰 越 金 1 1 0 1 前年 度繰 越金 1

9 224,040 228,502 △4,462

1 雑 入 224,040 228,502 △4,462

1 過 年 度 収 入 2,500 2,500 0 1 一般諸収入過年 2,400
度収入

2 退職者等諸収入 99
過年度収入

3 その他過年度収 1
入

2 雑 入 221,540 226,002 △4,462 1 一般延滞金収入 50,300

2 退職者等延滞金 200
収入

3 過 料 1

4 滞 納 処 分 費 1

5 保 険 料 収 入 1,000

6 一般第三者納付 135,904
金

7 退職者等第三者 58
納付金

8 一 般 返 納 金 33,500

説 明
区 分 金 額 附 記

繰 越 金

比 較 増△減
節

諸 収 入

款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額
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千円 千円 千円 千円 千円 千円

9 退職者等返納金 500

10 物品 売払 収入 1

11 雑 入 75

139,425,000 139,971,000 △546,000歳 入 合 計
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款　　　　　項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 増△減
節

説 明
区 分 金 額 附 記



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1 国民健康保険 139,425,000 139,971,000 △546,000 98,902,364 0 40,522,636 0
費

1 事 務 費 3,443,135 3,560,722 △117,587 342,391 0 3,100,744 0

国庫補助金 一部負担金 1
1 事 務 費 3,103,574 3,214,947 △111,373 15,879 1 報 酬 227,111 (1)給与費 2,044,755

手数料 276 　231人　短時間勤務87人
府補助金 2 給 料 886,576 (2)国民健康保険団体連合会分

326,512 一般会計繰入 　 担金 144,173
金 3,047,790 3 職員手当等 579,854 1 扶養手当 (3)保険料還付金及び還付加算

20,258 　 金 161,000
雑入 52,677 (4)その他事務費 753,646

2 地域手当
88,234

3 時間外勤務
手当 22,265

6 期末勤勉手
当 396,239

7 通勤手当
33,147

8 住居手当
11,533

12 管理職手当
7,618

13 管理職員特
別勤務手当

560

国府支出金 市 債 そ の 他

国　保 8　

　(3)　歳　　　出

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 共 済 費 351,214 1 職員共済組
合費

291,526

8 旅 費 10,587 1 通勤費
10,387

10 需 用 費 40,917 1 諸費 15

11 役 務 費 239,673 1 通信運搬費
142,825

12 委 託 料 308,403

13 使用料及び 146,931
賃借料

18 負担金補助 151,308 11 国民健康保
及び交付金 険団体連合

会分担金
144,173

22 償還金利子 161,000 11 還付加算金
及び割引料 1,000

2 特別対策事 339,561 345,775 △6,214 1 報 酬 2,995 (1)給与費 5,825
業費 　 1人　短時間勤務1人

2 給 料 1,721 (2)収納率向上特別対策事業費
158,261

3 職員手当等 792 2 地域手当 (3)医療費適正化特別対策事業
173 　 費 175,475

6 期末勤勉手
当 495

7 通勤手当
124

4 共 済 費 985

8 旅 費 636 1 通勤費 157

市 債 そ の 他
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款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

10 需 用 費 1,792 1 諸費 130

11 役 務 費 136,329 1 通信運搬費
102,744

12 委 託 料 162,720

13 使用料及び 31,491
賃借料

18 負担金補助 100
及び交付金

2 保険給付費 135,950,865 136,379,278 △428,413 98,559,973 0 37,390,892 0

国庫補助金 国民健康保険
1 一般保険給 97,770,000 98,154,000 △384,000 5,034 料収入 11 役 務 費 241,000 (1)一般医療給付費 97,066,000
付費 22,885,046  　　療養給付費 84,157,000

府補助金 18 負担金補助 97,529,000  　　高額療養費 12,909,000
98,554,939 一部負担金 1 及び交付金 (2)出産育児一時金 375,000

(3)葬祭費 88,000
財産運用収入 (4)診療報酬審査支払手数料

1,350 241,000

一般会計繰入
2 退職者等保 3,000 3,000 0 金 12,093,131 18 負担金補助 3,000 退職者等医療給付費
険給付費 及び交付金 　療養給付費

基金繰入金
2,240,000

3 国民健康保 37,070,046 37,138,200 △68,154 18 負担金補助 37,070,046 (1)医療分 24,637,000
険事業費納 繰越金 1 及び交付金 (2)後期高齢者支援金分
付金 8,981,000

雑入 171,363 (3)介護納付金分 3,452,000
(4)退職者分 46

4 保健事業費 1,107,819 1,084,078 23,741 1 報 酬 7,716 (1)給与費　短時間勤務7人
7,716

7 報 償 費 1,940 (2)特定健康診査及び特定保健
　 指導等 1,100,103

8 旅 費 704 1 通勤費 504

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額 附 記

国府支出金 市 債 そ の 他

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

国　保 10　



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

10 需 用 費 10,043 1 諸費 30

11 役 務 費 30,244 1 通信運搬費
30,214

12 委 託 料 1,054,546

13 使用料及び 1,976
賃借料

17 備品購入費 630

18 負担金補助 20
及び交付金

3 公 債 費 1,000 1,000 0 0 0 1,000 0

一般会計繰入
1 利 子 1,000 1,000 0 金 1,000 27 繰 出 金 1,000 一時借入金利子

4 予 備 費 30,000 30,000 0 0 0 30,000 0

国民健康保険
1 予 備 費 30,000 30,000 0 料収入 30,000

国　保 11　

歳 出 合 計 139,425,000 139,971,000 △546,000 98,902,364 0

附 記
国府支出金 市 債 そ の 他

40,522,636 0

款 項 目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較
増 △ 減

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳　 節
説 明

特 定 財 源
一般財源 区 分 金 額



人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

( )

( )

( )

注　（　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　　分

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

比　　較 4,277 44 △ 268 5,926 2,783 △ 955 32 0

15,981 88,363 22,533 390,808 30,488

7,618 560

12,488

職員手当

の 内 訳

本 年 度 20,258 88,407 22,265 396,734 33,271 11,533

7,586 560

管理職手当
管理職員特
別勤務手当

扶 養 手 当 地 域 手 当
時間外勤務
手　　　当

期 末 勤 勉
手　　   当

通 勤 手 当 住 居 手 当

10,686 11,839 18,396 13,991 32,387
比     　     較

△ 6

3 △ 4,129

前     年     度
101

229 241,283 877,611

1,706,097 352,199 2,058,296
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２　給　 与 　費　 明 　細 　書

  一    般    職

  (1)  総    　　括

本 　  年     度
95

232 237,154 888,297 580,646

568,807 1,687,701 338,208 2,025,909

報      酬 給      料 職 員 手 当 計
区      　    分 職  員  数

給               与               費
共　済　費 合   　 計 備                            考

          一般職職員1人当たり給与費の状況

千円

7,105前　　年　　度

本　　年　　度 7,194

区  　      分 1人当たり給与費

注　会計年度任用職員及び臨時的任用職員（常
　　勤の講師等を除く。）は除く。



 (2)  給料及び職員手当の増減額の明細

千円 千円

1 給与改定の状況

前年度 勤勉手当の引上げ　　　　　　　　0.10月
　    （令和4年12月から適用)

2 平均昇給率　1.4％

1 月 133 人

3
職員数の異動状況

  本年度 人 0 人 190 人

1   前年度 人 0 人 190 人

  増△減 人 0 人 0 人

2
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0

そ の 他 の 増 △ 減 分 2,750

 　 (計)

190
職 員 手 当 11,839 給与改定に伴う増△減分 9,089 190

      現に在職す
      る職員数

　   (その他)

   (職員数)

そ の 他 の 増 △ 減 分 △ 1,601

区　  　分 増　△　減　額 増  減  事  由  別  内  訳 備                            　                                    考

昇給に伴う 増△ 減分 12,287
　 (昇給期)

給　　　　料 10,686 給与改定に伴う増△減分 －

(     )(     )



(3)　給料及び職員手当の状況

  ア　平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

円

円

歳

円

円

歳

  イ　初任給

円

円
令 和 5 年
1 月 1 日 現 在

一般職（高卒） 154,600

総合職（大卒） 189,700

国       の       制       度

区              分 行政職（一）

区              分 行　政　職

上 級 22 歳 186,500

令 和 5 年
1 月 1 日 現 在

中 級 18 歳 151,500

48

令 和 4 年
1 月 1 日 現 在

平均給料月額 347,331

平均給与月額 410,575

平 均 年 齢

平均給与月額 409,136
令 和 5 年
1 月 1 日 現 在

平均給料月額 344,986

平 均 年 齢 47
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区              分 行　政　職



   ウ　級別職員数

級

人 ％

8  級 － －

7 〃 － －

6 〃 14 7.4

5 〃 8 4.2

4 〃 24 12.6

3 〃 111 58.4

2 〃 21 11.1

1 〃 12 6.3

計 190 100.0

8  級 － －

7 〃 － －

6 〃 14 7.4

5 〃 9 4.7

4 〃 23 12.1

3 〃 118 62.1

2 〃 16 8.4

1 〃 10 5.3

計 190 100.0
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令 和 4 年
1 月 1 日 現 在

令 和 5 年
1 月 1 日 現 在

区　　　分
行　　　政　　　職

職員数 構成比



   エ　期末勤勉手当

   オ　地域手当

       　支給率　10％（国の指定基準に基づく支給率と同じ）
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月分

前 年 度

国 の 制 度

　注　前年度の（　）内は、令和4年度給与改定前の支給率等である。

2.15
(2.15)

2.25
(2.15)

4.40
(4.30) 有（有）

2.20 2.20 4.40 有

本 年 度

月分 月分

2.20 2.20 4.40 有

区  　　分
支給期別支給率 支給率

計
職制上の段階、職務の

備　            　考
6月 12月 級 等 に よ る 加 算 措 置



   カ　その他の手当

区　  　分

　子　10,000円 　子 10,000円
　その他の扶養親族 6,500円 　その他の扶養親族 6,500円
　　配偶者がない場合の子又はその他扶養親族のうち1人のみ 　※　一部の管理職員に対し支給制限有り。

　　　子　11,600円 　加算措置

　　　その他扶養親族　8,100円 　　京都市と同じ

　加算措置

　　16歳から22歳までの子1人につき 5,000円を加算

　交通機関等利用者 　交通機関等利用者

　　全額支給限度額 55,000円 　　全額支給限度額 55,000円

　交通用具使用者 　交通用具使用者

　　片道 5km未満　   　　 2,000円 　　片道 5km未満    　　  2,000円
　　片道 5km以上10km未満  4,200円 　　片道 5km以上10km未満  4,200円
　　片道10km以上15km未満  7,100円(12,100円) 　　片道10km以上15km未満  7,100円
　　片道15km以上20km未満 10,000円(15,000円) 　　片道15km以上20km未満 10,000円
　　片道20km以上25km未満 12,900円(17,900円) 　　片道20km以上25km未満 12,900円
　　片道25km以上30km未満 15,800円(20,800円) 　　片道25km以上30km未満 15,800円
　　片道30km以上35km未満 18,700円(23,700円) 　　片道30km以上35km未満 18,700円
　　片道35km以上40km未満 21,600円(26,600円) 　　片道35km以上40km未満 21,600円
　　片道40km以上45km未満 24,400円(29,400円) 　　片道40km以上45km未満 24,400円
　　片道45km以上50km未満 26,200円(31,200円) 　　片道45km以上50km未満 26,200円
　　片道50km以上55km未満 28,000円(33,000円) 　　片道50km以上55km未満 28,000円
　　片道55km以上60km未満 29,800円(34,800円) 　　片道55km以上60km未満 29,800円
　　片道60km以上         31,600円(36,600円) 　　片道60km以上         31,600円

　※1　 （ ）内は、へき遠地勤務職員等に係る金額

　※2　　自転車を使用して通勤する職員にあっては、その使用距離が片道5km未満で

　　　 あれば1,000円を、片道5km以上10km未満であれば500円を加算する。

1 借家・借間居住者で月額12,000円を超える家賃を支払っているもの 1 借家・借間居住者で月額16,000円を超える家賃を支払っているもの

　　 　支給限度額 27,000円（市内居住者にあっては30,000円） 　　 　最高支給限度額 28,000円
2 平成28年4月1日以降に新たに京都市内の住宅を新築又は購入し、その所有名義人 2 単身赴任手当受給者で配偶者等が居住する住宅を借り受け、月額

    となったもの 　　 16,000円を超える家賃を支払っているもの

　支給額10,500円（ただし、一の住宅につき60月を限度に支給する。） 　　　 　最高支給限度額 14,000円
3 単身赴任手当受給者で配偶者等の居住する住居に係る費用を負担しているもの

　　　　1又は2の2分の1に相当する額
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